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令和６年度の実施状況の概要について 
 (国有林野事業の役割) 

国有林野は、我が国の国土の約２割、森林面積の約３割を占め、

その多くが奥地脊梁
せ き り ょ う

山地や水源地域に分布し、人工林※や原生的

な天然林※等の多様な生態系を有しています。その立地や森林資

源等の状況から、①国土の保全その他国有林野の有する公益的機

能の維持増進、②林産物の持続的かつ計画的な供給、③国有林野

の活用による地域の産業振興又は住民の福祉向上への寄与を目標

として管理経営に取り組んでいます。 

このような中、国有林野に対する国民の期待は、国土の保全や

地球温暖化防止、水源の涵養等の面が大きく、今後とも公益的機

能の維持増進を図っていく必要があります。また、民有林におい

て、森林経営管理制度※等による森林の経営管理の集積・集約化

や森林環境譲与税を活用した森林整備等の取組が進められている

中で、林業経営体の育成や市町村を始めとする民有林行政に対す

る技術支援などが求められています。 

これらの国民からの期待に応えるため、国有林野の管理経営を

行う国有林野事業は、平成 25(2013)年度から、一般会計で実施

する事業に移行し、「国民の森林
も り

」として、公益重視の管理経営

を一層推進するとともに、その組織・技術力・資源を活用して民

有林に係る施策を支え、森林・林業施策全体の推進に貢献するた

めの取組を進めています。 
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(国有林野のデータ) 

＜国有林の組織＞ 
・全国に７の森林管理局 
・流域(森林計画区)を単位とした 98 の森林管理署を設置 
 
＜⾯積の概要＞ 
・国⼟⾯積 3,780 万 ha のうち、国有林野 * １ の⾯積 758 万

ha 
・森林⾯積 2,502 万 ha のうち、国有林 * ２ の割合 30％ 
(⼈⼯林⾯積 1,009 万 ha のうち、国有林の割合 22％) 

* １ 国 有 林 野 は 、 国 有 林 野 の 管 理 経 営 に 関 す る 法 律 第 ６ 条 に 基 づ く 地 域 管 理 経 営 計 画 の 対  

象 ( 原 野 や 附 属 地 が 含 ま れ る )  

* ２ 国 有 林 は 、林 野 庁 所 管 の 森 林 法 第 2 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 森 林 が 対 象 ( 官 ⾏ 造 林 等 が 含 ま 

れ る )  

 
＜保安林 ※ ・保護林・⾃然公園の指定状況＞ 
・91％が保安林(保安林全体のうち 56％が国有林野) 
・13％が保護林 
・31％が⾃然公園(⾃然公園全体のうち 41％が国有林野) 
 
＜世界⾃然遺産 ※ (陸域)に国有林野が占める割合＞ 
・知床 94％ 
・⽩神⼭地 100％ 
・⼩笠原諸島 81％ 
・屋久島 95％ 
・奄美・沖縄 68％ 
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国有林野の管理経営に関する基本計画  
h t t p s : / / w w w . r i n y a . m a f f . g o . j p / j / k o k u y u _ r i n y a / k a n r i _ k e i e i / k i h o n _ k e i k a k u . h t m l  

(管理経営基本計画及び令和６年度の実施状況) 

農林水産省では、国有林野の管理経営に関する基本的な事項を

明らかにするため、「国有林野の管理経営に関する法律」に基づ

き、あらかじめ国民の皆様の意見を聴いた上で「国有林野の管理

経営に関する基本計画」(以下「管理経営基本計画」という。)を

策定し、これに基づき国有林野の管理経営を行っています。 

管理経営基本計画は、10 年を１期とする計画で５年ごとに策定

することになっています。 

令和６(2024)年度は、令和５(2023)年 12 月に定めた令和６

(2024)年４月から令和 16(2034)年３月までを計画期間とする管

理経営基本計画に基づき、①公益重視の管理経営の一層の推進、

②民有林に係る施策を支え、森林・林業施策全体の推進への貢献、

③「国民の森林
も り

」としての森林とのふれあいや国民参加の森林
も り

づ

くり等の推進、④国有林野の林産物の安定供給等に努めました。 

本報告は、こうした取組の実施状況について、国民の皆様に理

解をいただけるよう、写真と図表を用いてできるだけ分かりやす

く記載したものです。 

 

＊右肩に「※」を付している用語については、その解説を 94～100 ページに記載。 
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トピックス１ 相次ぐ災害への対応 
①  令和 6 年能登半島地震等からの復旧への対応 

令和６(2024)年１⽉１⽇に発⽣した令和６年能登半島地震では、最⼤震度
７を記録し、奥能登地域を中⼼に甚⼤な被害が発⽣しました。 

近畿中国森林管理局では、発災翌⽇にヘリコプター調査を実施するなど、
⼭地災害の全容の早期把握に努めました。 

また、輪島市及び珠洲市の⺠有林に⽣じた⼤規模な⼭腹崩壊箇所等につい
て、⽯川県に代わって直接、災害復旧等事業を実施しました。これらの災害
復旧等事業に引き続き、継続的な復旧を進めるため、両市の⺠有林６区域に
ついて 10 年間を復旧期間として、⺠有林直轄治⼭事業に着⼿しました。 

このような中、同年９⽉ 20 ⽇から⽯川県能登地⽅を中⼼に記録的な豪⾬
が発⽣しました。同局では、９⽉ 24 ⽇に⽯川県と連携してヘリコプター調
査を実施し、⼭腹崩壊地の拡⼤や不安定⼟砂の流出など、被害状況の把握を
⾏いました。これらの調査を踏まえ、着⼿済の⺠有林直轄治⼭事業６区域内
の 10 か所において、応急対策を実施しました。また、地表⾯伸縮計や⾬量
計等の観測機器を設置し、そのデータを輪島市等とリアルタイムに共有を図
っています。 

引き続き、関係機関と連携し、地震・豪⾬と相次いだ災害からの早期復旧
に全⼒で取り組んでいきます。 

 

  

豪⾬による⼟砂流出 
(令和 6(2024)年９⽉ ⽯川県珠洲市 ⺠有林) 

⼟砂流出箇所の応急対策 
(⽯川県珠洲市 ⺠有林) 

応急対策後(令和６(2024)年 11 ⽉) 

被災直後(令和６(2024)年 10 ⽉) 
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②  相 次 い だ ⼤ 規 模 な 林 野 ⽕ 災 へ の 対 応  
林野庁では、森林パトロール等の⼭⽕事予防運動に取り組んでいますが、

令和７(2025)年２⽉から３⽉にかけて、全国各地で⼤規模な林野⽕災が相
次いで発⽣しました。岩⼿県⼤船渡市の⺠有林で発⽣した林野⽕災では、
焼損⾯積が 3,400ha(調査中)に及び、過去 60 年で最⼤の林野⽕災となり
ました。また、愛媛県今治市及び⻄条市での林野⽕災では、焼損⾯積 482ha
に及び、国有林も 120ha の被害を受けました。 

東北森林管理局及び四国森林管理局では、焼損の程度や被害範囲を把握
し、迅速な復旧計画の策定につなげるため、ヘリコプターやドローン※等
も活⽤した現地調査を県や関係機関と連携して実施しました。 

また、四国森林管理局では、植⽣消失等により早急に⼟砂流出防⽌対策
を実施する必要がある渓流において、応急対策を実施しており、国有林野
内直轄治⼭災害関連緊急事業の実施に向けての準備も進めています。 

林野庁では、消防庁と共同で「⼤船渡市林野⽕災を踏まえた消防防災対
策のあり⽅に関する検討会」を開催しており、国有林においても、検討結
果を踏まえた林野の⽕災予防に取り組んでいきます。 
 

 

  

 
■令和 7(2025)年に発⽣した焼損⾯積が 100ha 以上の林野⽕災(令和 7(2025)年７⽉時点) 

⼤船渡市林野⽕災への対応状況について 
https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/attach/pdf/0418-8.pdf 

注１：岩⼿県⼤船渡市及び⼭梨県⼤⽉市の焼損⾯積には、⽔源林造成事業地を含む。（21.4a、0.4ha） 
 ２：愛媛県今治市・⻄条市の焼損⾯積には、国有林を含む。（120ha） 

発⽣⽇ 発⽣場所 焼損⾯積
２⽉19⽇・26⽇  岩⼿県⼤船渡市 3,400ha
２⽉26⽇  ⼭梨県⼤⽉市 107ha
３⽉23⽇  岡⼭県岡⼭市 486ha
３⽉23⽇  愛媛県今治市・⻄条市 482ha
３⽉23⽇  熊本県南阿蘇村 220ha

ヘ リ 調 査 で 確 認 さ れ た 被 災 箇 所  
(令和７(2025)年３⽉ 岩⼿県⼤船渡市 ⺠有林) 

ド ロ ー ン 調 査 で 確 認 さ れ た 被 災 箇 所  
(令和７(2025)年４⽉ 愛媛県⻄条市 永

えい
納
のう

⼭
さん

国有林) 
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トピックス２ 地⽅公共団体と連携した森林経営管理制度の推進
への貢献 

平成 31(2019)年４⽉に森林経営管理制度が導⼊されて以降、令和５
(2023)年末現在、1,132 の市町村、約 103 万 ha の森林で意向調査が実
施されるなど、各地域の実情に合わせた取組が進められています。 

こうした中、⼀部の市町村では、施業を実施すべき森林の所在地が分
散していることにより効率的に森林施業※を進めることが難しいといっ
た課題があります。国有林野事業では、国有林野と⺠有林野が近接して
いる地域において、国有林野と⺠有林野を⼀体として効率的な森林整備
に取り組む「森林共同施業団地」を設定することにより、地域における
森林施業の集約化を促進し、森林経営管理制度の推進に貢献しています。 
 
① 森林作業道や⼟場の共⽤・協調出荷の取組 

(秋⽥県⼤館市・⽶代東部森林管理署) 
⽶代東部森林管理署、秋⽥県⼤館市及び北⿅地域林業成⻑産業化協議

会は、効率的な森林施業を⾏うため、令和２(2020)年度に「⼤館市森林
整備推進協定」を締結し、森林経営管理制度に基づく経営管理権集積計
画作成地区の隣接地に 341ha の森林共同施業団地を設定しました。 

この団地設定により、同制度に基づく主伐や再造林の際に、団地内の
森林作業道※や⼟場などを共⽤できるようになったことから、令和３
(2021)年度には、当該団地で搬出間伐等と協調出荷を⾏うとともに、隣
接する私有林について経営管理実施配分計画が作成され、主伐・再造林
が実施されました。 

また、同制度の更なる推進や持続的な森林経営を⽬指し、令和５(2023)
年度に、協定対象地域を⼤館市全域に拡⼤しました。今後は、新たな森
林共同施業団地の設定も視野に⼊れ、引き続き集約化による効率的な森
林整備を進めていくこととしています。 

 
 
 
 
 
 

共同⼟場の活⽤ 
(令和６(2024)年８⽉ 秋⽥県
⼤館市岩瀬沢外１国有林) 
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② 森林共同施業団地を核にした⺠有林の集積・集約化の取組 
 (愛媛県⻤北町・愛媛森林管理署) 

愛媛森林管理署、愛媛県⻤北町及び近永地区町有林管理組合は、町有
林と国有林が連携して効率的な森林整備を⾏うため、令和５(2023)年度
に、「⻤北町奈良地区森林整備推進協定」を締結し、204ha の森林共同
施業団地を設定しました。この協定に基づき、林道や森林作業道を開設・
修繕し、効率的な森林整備や⽊材搬出を⾏うこととしています。令和６
(2024)年度は、⺠有林で整備予定の森林作業道と連結し相互利⽤できる
よう、あらかじめ国有林内において森林作業道を 1,043ｍ開設しました。 

同団地周辺には個⼈所有の森林が多数所在しています。同町が、森林
経営管理制度の取組として、森林所有者に対し森林の経営管理に関する
意向調査を実施した結果、同町に森林の経営管理を委託したいと回答し
た者が多くみられました。このため、同町では、今後、当該私有林にも
森林共同施業団地を拡⼤し、国有林の林道や森林作業道も活⽤して効率
的に森林整備を進めていくこととしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
森林経営管理制度に関しては、令和７(2025)年５⽉に森林経営管理法

及び森林法の⼀部を改正する法律が公布され、現⾏の仕組みに加えて、
受け⼿となる林業経営体など地域の関係者が森林の経営管理の将来像を
共有し、経営管理の集約化を通じた森林資源の循環利⽤を進める新たな
仕組みが創設されることとなりました。 

国有林野事業では、この新たな仕組みを含む森林経営管理制度の推進
に貢献できるよう、引き続き、地⽅公共団体と連携した取組を推進して
いきます。 

森林整備協定位置図 
(⾚⾊…町へ経営管理
を委託する意向が⽰
された私有林） 


